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用語の略称 

 

 

本手引きの本文中で用いる略称は、以下のとおりである。 

 

ため池管理保全法 農業用ため池の管理及び保全に関する法律 

（平成 31 年法律第 17 号） 

ため池工事特措法 防災重点農業用ため池に係る防災工事等の推進に関する特別措置法 

（令和２年法律第 56 号） 

基本指針 防災重点農業用ため池に係る防災工事等基本指針 

（令和２年農林水産省告示第 1845 号） 

局長通知 防災重点農業用ため池に係る防災工事等の推進に関する特別措置法

第５条に規定する防災工事等推進計画の策定等について 

（令和２年 10 月１日付け農林水産省農村振興局長通知） 

課長通知 防災重点農業用ため池の指定等について 

（令和２年 10 月１日付け農林水産省農村振興局防災課長通知） 

ため池設計指針 土地改良事業設計指針「ため池整備」（平成 27 年５月） 

機能診断マニュアル ため池機能診断マニュアル（暫定版）（平成 28 年 10 月） 

管理マニュアル ため池管理マニュアル（令和２年６月） 

機能保全の手引き 農業水利施設の機能保全の手引き（令和５年４月） 

災対法 災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号） 
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本手引き策定の趣旨 

 

 

令和２年 10 月に施行した、ため池工事特措法は防災重点農業用ため池の決壊による

水害その他の災害から国民の生命及び財産を保護するため、防災重点農業用ため池に係

る防災工事等の集中的かつ計画的な推進を図ることを目的としている。 

また、同法において、農業用ため池の決壊を防止するために施行する防災工事の必要

性を判断するための評価として、劣化状況評価及び地震・豪雨耐性評価が規定されてい

る。 

 

本手引きは、ため池工事特措法に関連する基本指針、局長通知等の内容を踏まえて、

都道府県、市町村等が劣化状況評価及び地震・豪雨耐性評価を実施する際の考え方を整

理したものである。 

 

本手引きの記載内容について、地震・豪雨耐性評価は、ため池工事特措法以前から実

施されている、ため池が設計対象地震動又は設計洪水流量に対して所要の安全性能が確

保されているか、ため池設計指針等の既存技術基準を参考として実施する評価であるこ

とを踏まえ、評価実施に当たっての基本的な考え方を整理することにとどめている。 

 

一方、劣化状況評価はため池工事特措法により位置づけられた評価であり、ため池の

構造機能、水理機能等の低下状況を把握し、防災工事の必要性を判断することを目的と

している。このため、劣化状況評価については、評価項目、評価区分等に関し、国とし

ての考え方を整理した。 

ただし、本手引きにおいて整理した劣化状況評価についての考え方は、必ずしも全国

一律で適用されるのではなく、地域の実情に応じて評価項目、評価方法等を設定する上

での参考として活用されることを本旨としている。劣化状況評価により管内の防災工事

が必要なため池を洗い出し、必要に応じて防災工事を実施することにより、管内全体の

防災上のリスクを低減させることが重要であり、特にため池は他の農業水利施設と異な

り、高い地域偏在性を有すること、築堤年代・施工技術水準が様々で、一律に詳細な判

断基準を定めることが困難であること等を考慮し、地域の実情に応じた評価項目、評価

方法を検討すべきものである。 

 

以上の趣旨を踏まえ、本手引きのほか、各地域におけるこれまでのため池に関する知

見、既存のため池を含む農業水利施設の管理・技術支援体制を活用し、防災重点農業用

ため池の適正な防災工事等を推進いただきたい。  
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第１編 劣化状況評価等の進め方 

 

１ 用語 

本手引きで用いる主な用語の定義は、以下のとおりとする。 

 

○ 浸水区域 

農業用ため池の決壊により浸水が想定される区域（当該農業用ため池の堤体

天端の標高から判断して、決壊時の流水が及ぶと想定される範囲）。 

○ 住宅等 

住宅又は学校、病院その他の公共の用に供する施設。 

○ 防災重点農業用ため池 

以下のいずれかに該当する農業用ため池であって、ため池工事特措法に基づ

き都道府県知事が指定したもの。 

ただし、(1)から(3)までの指定要件については、氾濫解析を基に、決壊に伴

う流水により歩行が不可能となる水深 0.5m 以上かつ流速 1.0m/s 以上又は水深

1.0m 以上かつ流速 0.5m/s 以上の範囲に住宅等が存在しないことが明らかにな

った場合、防災重点農業用ため池に指定しないことができる。 

(1) 浸水区域のうち当該農業用ため池からの水平距離が 100m 未満の区域に住

宅等が存すること 

(2) 貯水量が 1,000m3以上かつ浸水区域のうち当該農業用ため池からの水平距

離が 500m 未満の区域に住宅等が存すること 

(3) 貯水量が 5,000m3以上かつ浸水区域に住宅等が存すること 

(4) 上記(1)から(3)までに該当する農業用ため池に準ずるものであること、当

該農業用ため池が決壊した場合にはその周辺の区域の住宅等の居住者又は利

用者に被害を及ぼすおそれが大きいと認められること 

○ 防災工事 

農業用ため池の決壊を防止するために施行する工事であって、農業用ため池

を廃止するために施行する工事を含む。 

○ 農業用ため池の廃止 

農業用ため池としての機能又は用途を廃止すること。機能としての廃止は、

ため池の貯留機能を廃止することを指し、用途としての廃止は、農業用の用途

を廃止することと併せ、他種用水（治水、工業用水等）の貯留施設として転用

することを指す。 

○ 廃止工事 

農業用ため池の廃止のために施行する工事。堤体の除去、貯水池の埋立て等
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により貯留機能を廃止するために施行する工事及び農業用水以外の他種用水の

貯留施設に転用するために施行する工事が含まれる。 

○ 劣化状況評価 

防災工事の必要性を判断するため、専門技術者が防災重点農業用ため池の堤

体、洪水吐き、取水放流設備等を対象に漏水・変形等の変状を把握し、劣化に

よる農業用ため池の決壊の危険性を評価するもの。 

○ 地震・豪雨耐性評価 

防災工事の必要性を判断するため、専門技術者が防災重点農業用ため池及び

その周辺の地質状況等を調査するとともに、農業用ため池の堤体のすべり破壊

及び浸透破壊に対する安定性、設計洪水量を安全に流下させるために必要な洪

水吐き能力、堤防高等の施設構造等について、構造計算等により地震又は豪雨

による農業用ため池の決壊の危険性を評価するもの。 

○ 劣化状況評価等 

  劣化状況評価及び地震・豪雨耐性評価。 

○ 防災工事等 

防災工事並びに劣化状況評価及び地震・豪雨耐性評価。 

○ 変状 

初期欠陥、損傷及び劣化を合わせたもの。 

○ 初期欠陥 

施設の計画、設計及び施工に起因する欠陥。 

○ 損傷 

偶発的な外力（衝突、地震等）に起因する欠陥。時間の経過とともに施設の

性能低下が起きたものを除く。 

○ 劣化 

立地、気象条件、使用状況（流水による浸食等）等に起因し、時間の経過と

ともに施設の性能低下をもたらす部材、構造等の変化。 

○ 補修 

劣化の進行を抑制したり、部分的な施設の欠損等を実用上支障のない程度ま

で回復又は向上させたりすること。 

○ 補強 

主に施設の構造的耐力を回復又は向上させること。施設の一部に対する行為

に関する概念。 

○ 改修 

失われた機能を補うこと又は新たな機能を付加すること。 

○ 更新 

施設又は設備を撤去し新しく置き換えること。 
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２ 劣化状況評価及び地震・豪雨耐性評価の計画 

防災工事の必要性を判断するために実施する劣化状況評価及び地震・豪雨耐性評

価の計画に当たっては、次の実施フローに沿って検討する。 

注１ 地震・豪雨耐性評価について、優先実施要件に該当する防災重点農業用ため池の評価後は、上記実施フロー

にかかわらず評価未実施の防災重点農業用ため池について、順次評価を実施する。 

注２ 劣化状況評価又は地震・豪雨耐性評価の際、パイピング、堤体法面の崩落等の著しい変状が確認され、決壊

するおそれが高いと認めれる場合は、水位低下、法面補修等の応急措置を実施する。 

 

図 1.劣化状況評価及び地震・豪雨耐性評価の実施フロー 

〔解 説〕 

全国には約 15 万箇所の農業用ため池が存在している。平成 25 年度から平成 27 年度

まで全国で実施した、ため池一斉点検によれば、ため池の築造年代の約７割が江戸時代

以前又は築造年代不明であり、農業用ため池の特徴の一つとして、古くに築造されたも

のが今なお地域の農業用水を確保する上で重要な役割を果たしていることが挙げられ

る。 

この中には、堤体、洪水吐き、取水放流設備等の各設備が、構造に関する近代的な技

術基準に基づかずに設置されたものが多く存在し、築造後の経年的な劣化が進行してい

たり、地震、洪水等による一時的外力に起因する損傷が発生していたりすると施設機能

が低下し、地震、豪雨等を契機にため池が決壊に至るおそれがある。特に、防災重点農

業用ため池は、その浸水区域に住宅等が存在し、大規模な地震、豪雨等により決壊した

場合、国民の生命及び財産に甚大な被害を及ぼすおそれがあることから、ため池を構成
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する各設備の劣化状況及び地震・豪雨に対する性能を評価し、その結果を踏まえて、速

やかに決壊リスクを極力低減するための防災工事を実施する必要がある。 

この防災工事の必要性を判断するための劣化状況評価及び地震・豪雨耐性評価の進め

方について、基本指針及び局長通知では、ため池工事特措法の有効期間内に多数の防災

重点農業用ため池を対象として集中的かつ計画的に評価を実施するため、次のとおり定

めている。 

 

〔劣化状況評価〕 

(1)実 施 対 象：全ての防災重点農業用ため池 

(2)優 先 度：以下の点を踏まえて判断する 

・ 貯水量 

・ 浸水区域内の住宅等の数及び公共の用に供する施設の重要度 

(3)留 意 事 項：上記(2)の優先度にかかわらず、地震・豪雨耐性評価を実施する

ため池については、劣化状況評価及び地震・豪雨耐性評価を一

体的かつ優先的に実施する 

 

〔地震・豪雨耐性評価〕 

(1) 実 施 対 象：全ての防災重点農業用ため池 

（下記(2)の要件を満たすものから実施する。） 

(2)優先実施要件：次のいずれかに該当するもの 

① 浸水区域に以下の防災活動の拠点となる施設が存在し、当該ため池の決壊に

より、その機能に支障が生じるおそれがあること 

・ 災対法第 49 条の４の規定に基づき市町村長が指定する指定緊急避難場所 

・ 災対法第 49 条の７の規定に基づき市町村長が指定する指定避難場所 

・ 病院、警察署、消防署等 

② 浸水区域に以下の緊急輸送を確保するため必要な道路が存在し、当該ため池

の決壊により、その機能に支障が生じるおそれがあること 

・ 高速自動車国道、一般国道及びこれらを連結する幹線的な道路 

・ 上記道路と都道府県知事が指定する指定拠点を連結する緊急輸送道路 

・ 指定拠点を相互に連結する緊急輸送道路 

③ 当該ため池が決壊した場合、その周辺の住宅等の居住者及び利用者に甚大な

被害を及ぼすおそれがあるものとして、都道府県知事が特に必要と認めるもの 

(3)留 意 事 項：上記(2)の優先実施要件に該当せず、劣化状況評価のみ実施し、

防災工事が必要と判断されたため池については、防災工事に先立

ち地震・豪雨耐性評価を実施する 
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一連の検討の流れをフロー図として整理したものが図１のとおりである。すなわち、

防災重点農業用ため池のうち、農業用ため池として廃止する予定のものを除き、 

① 既に地震・豪雨耐性評価が実施済みのものについては、劣化状況評価を実施する 

② 地震・豪雨耐性評価が未実施であって、優先実施要件に該当するものは、劣化状

況評価と地震・豪雨耐性評価を一体的に実施する 

③ 地震・豪雨耐性評価が未実施であって、優先実施要件に該当しないものは、まず

は劣化状況評価を実施する。その結果、漏水・変形等の劣化が進行しており対策が

必要と判断された場合は、防災工事を効率的に実施する観点から、優先実施要件に

かかわらず地震・豪雨耐性評価を実施する 

④ 劣化状況評価等の結果から、防災工事が必要と判断したため池については、速や

かに関係者と協議し、廃止することを含めて防災工事の調整に着手する。 

なお、これまで各地域の実情に応じて農業用ため池の防災対策が進められてきており、

個々の農業用ため池の置かれている状況は異なるため、次の補足事項にも留意し劣化状

況評価等の検討を進める。 

 

 

《補足事項１》 

基本指針及び局長通知において、地震・豪雨耐性評価の優先実施要件を定めた趣旨は、

地震・豪雨耐性評価の実施には、一定の期間及び経費が必要であり、多くの防災重点農

業用ため池を抱える地域では、短期間に全ての評価を完了させることが困難であるため

である。 

一方で、ため池工事特措法は、その目的を「防災重点農業用ため池の決壊による水害

その他の災害から国民の生命及び財産を保護する」（第一条）としており、浸水区域に

住宅等が存在する防災重点農業用ため池は、その全てで地震・豪雨に対する所要の安全

性が確保されるべきものである。 

よって、地震・豪雨耐性評価の優先実施要件及び本項において示した検討の流れにか

かわらず、ため池工事特措法の有効期間内に各地域の防災重点農業用ため池の箇所数、

防災工事等の進捗状況等を踏まえ、可能な限り多くの防災重点農業用ため池を対象に地

震・豪雨耐性評価を実施することが望ましい。また、多くの防災重点農業用ため池を抱

える地域では、ため池工事特措法の終期後も全ての防災重点農業用ため池について地

震・豪雨耐性評価を実施することを念頭にため池工事特措法第５条第１項に規定する防

災工事等推進計画を策定することが重要である。 
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《補足事項２》 

地震・豪雨耐性評価では、地震に対する耐震性能等の照査及び洪水に対する水理性能、

構造性能等の照査が必要であり、いずれかが未実施の場合は、農業用ため池が具備すべ

き性能の一部が照査されておらず、所要の安定性が確保されているとはいえないことか

ら、地震・豪雨耐性評価が実施済みと見なされない。 

ただし、地震又は豪雨のいずれかに対する耐性評価の結果から判断して全面的な改修

以外に有効な防災対策の選択肢がない場合には、防災工事の実施により決壊リスクを極

力低減させるまでに要する期間を勘案し、劣化状況評価を含む未実施の評価を防災工事

のための設計の中で実施する等、地域の実情を踏まえて検討する。 

 

《補足事項３》 

近年、防災工事が完了した防災重点農業用ため池については、所要の整備水準を満た

しているものとして、劣化状況評価及び地震・豪雨耐性評価を実施済みとして取り扱う

ことができる場合がある。 

ただし、定期点検により経年的な劣化の進行に伴う変状等が確認された場合は、必要

に応じて劣化状況評価を実施するものとする。 
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（参考）劣化状況評価及び地震・豪雨耐性評価の実施対象 

 

地震豪雨耐性評価の優先実施要件及び実施状況、劣化状況評価の実施状況を踏まえた、

実施すべき評価の組合せ及び評価後の対応について整理すると下図のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 劣化状況評価及び地震・豪雨耐性評価の実施対象（概念図） 
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３ 関係者等への情報提供 

都道府県又は市町村は、ため池の所有者及び管理者（以下「所有者等」という。）に

対して、劣化状況評価等の結果を報告するとともに、必要に応じて管理・監視体制の強

化や経過観察に関する技術的な指導を行う。 

また、都道府県又は市町村は、劣化状況評価等の結果を公表することなどにより、防

災工事が必要と判断された防災重点農業用ため池において地震時や豪雨時に災害が発

生するおそれがあることや、災害が発生した際に速やかに避難等を行う必要があること

を周辺住民等に周知することが重要である。 

〔解 説〕 

局長通知では、防災工事が必要であると判断された防災重点農業用ため池については、

可能な限り速やかに防災工事を実施し、所要の安全性を確保する必要があるものの、対

象となる防災重点農業用ため池の箇所数が多い等の理由により防災工事の完了までに

一定の期間を要する場合、都道府県又は市町村は、防災工事が完了するまでの当面の間、

必要に応じて応急的な防災工事の実施（低水管理のための洪水吐きスリットの設置、漏

水を拡大させないための施設の設置、損傷箇所の補修等）及び管理・監視体制の強化を

図ることとしている。また、都道府県又は市町村が定めた経過観察を行う者（都道府県、

市町村、ため池の所有者等）は、劣化状況評価の結果、防災工事は不要であると判断さ

れたものの変状等が認められ経過観察が必要であると判断された防災重点農業用ため

池について、劣化の進行に伴う決壊が生じないよう必要に応じ定期的に堤体、洪水吐き、

樋管等の漏水・変形等の劣化状況を適切に観察することとしている。 

このため、都道府県又は市町村は、ため池の所有者等に対して、劣化状況評価等の結

果を報告するとともに、必要に応じて管理・監視体制の強化や経過観察に関する技術的

な指導を行うこととする。 

ため池工事特措法第６条では、都道府県は防災工事等の実施者に対し、防災工事等の

確実かつ効果的な実施に関し必要な指導、助言その他の援助に努めるものとされ、その

援助に関し土地改良事業団体連合会に必要な協力を求めることができる旨が規定され

ており、都道府県は状況に応じ、管理・監視体制の強化や経過観察等の管理活動に関し

て、土地改良事業団体連合会に対して必要な協力を求めることとする。 

また、劣化状況評価等の結果、防災工事が必要と判断された場合、地震時や豪雨時に

当該防災重点農業用ため池で災害が発生するおそれがあることや、災害が発生した際に

速やかに避難等を行う必要があることを、ため池ハザードマップ等を用いて、被害が想

定される周辺住民等に周知することが重要である。周辺住民等への周知は、都道府県と

市町村が連携し、個別訪問や説明会の開催、書面の直接配布、看板の設置等を行うこと

が必要と考えられる。また、当該防災重点農業用ため池の防災工事（応急的な防災工事

を含む。）を実施する場合及び管理・監視体制を強化する場合は、その内容等について

も周辺住民等に説明することが望ましい。 
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 さらに、個々の防災重点農業用ため池の劣化状況評価等の結果については、ため池管

理保全法第４条第３項の規定に基づき整備するデータベースの項目に追加して、都道府

県のホームページ等で公表すると効果的であると考えられる。また、データベースを都

道府県や市町村のホームページで公開されているため池ハザードマップ等とリンクさ

せると、防災重点農業用ため池で災害が発生するおそれがあることへの周辺住民等の危

機意識を高め、災害発生時に速やかな避難を促すことにつながるものと考えられる。 
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第２編 劣化状況評価 

 

Ⅰ 総  論 

１ 劣化状況評価 

本手引きが定める劣化状況評価は、農業用ため池を構成する各設備（堤体、洪水

吐き、取水放流設備等）の経年的な劣化の進行及び地震、洪水等による一時的外力

に起因する損傷からなる変状を把握し、ため池の決壊の危険性に関して、貯留機

能、水理機能及び構造機能を評価するものである。 

〔解 説〕 

農業用ため池の多くは築造後、長期間にわたり供用されており、経年的な劣化の進

行及び地震、洪水等による一時的外力に起因する損傷が堤体、洪水吐き、取水放流設

備等の施設機能を低下させている場合、地震、豪雨等を契機にため池が決壊に至るお

それがある。 

このため、劣化状況評価では、ため池の決壊に直接的に影響する可能性がある事

象、すなわち、堤体内部の損傷、遮水材料の流亡、浸透量の変化、洪水吐き等のコン

クリート構造物のひび割れその他の変状を計測、目視、管理者への聞き取り等により

把握し、農業用ため池が果たすべき貯留機能、水理機能及び構造機能の低下状況に応

じた対策を評価する。 

対象となる設備は、堤体、洪水吐き、取水放流設備、崩壊した場合に堤体等の安全

性に影響が生じる可能性のある貯水池内の斜面、ゲート等機械設備等とするが、併せ

て、ため池周辺の山林荒廃、市街化等の土地利用状況の変化を確認し、貯水池及び堤

体に影響を及ぼすおそれのある事項を市町村の担当者、ため池管理者等の関係者が情

報共有することが望ましい。 

次項以降では、ため池を構成する設備等とその標準的な調査項目及び評価基準を記

載するが、ため池の状況、各地域の実情等に応じて評価内容を設定することを妨げる

ものではない。 
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２ 実施対象 

劣化状況評価の実施対象は、廃止工事を実施するものを除く、全ての防災重点農

業用ため池とする。 

〔解 説〕 

劣化状況評価は、ため池工事特措法の有効期間内に全ての防災重点農業用ため池を

対象として実施する。ただし、対象のため池は、以下の取り扱いを踏まえて決定す

る。 

・ 廃止することが決定されているため池についての劣化状況評価は不要とする 

・ 近年、防災工事が完了したため池及び劣化状況評価を実施した、ため池は当面の

劣化状況評価が評価済みとして取扱う。なお、その後の定期点検又は経過観察にお

いて劣化の進行が確認された場合、改めて劣化状況評価の実施を検討する 

また、直近の劣化状況評価において、変状がない又は変状が軽微で機能が十分に発

揮されていると評価された設備であっても、経年的な劣化の進行及び評価後の地震、

洪水等による一時的外力に起因する損傷の発生・拡大により変状が顕在化する場合が

あることから、日常点検、劣化状況評価後の経過観察、定期点検等の継続的な管理活

動を通じ、一定以上の変状が確認された場合は改めて劣化状況評価を実施する。 

 

３ 専門技術者 

劣化状況評価を実施する専門技術者は、ため池整備を含む農業農村整備事業に関

する経験又は資格を有する者とする。 

〔解 説〕 

局長通知において、劣化状況評価を実施する専門技術者は農業農村整備事業に関す

る経験又は資格を有する者としている。ここで「経験」とは、農業農村整備事業に携

わった経験とし、経験年数は指定しない。また、「資格」とは、技術士、測量士、農業

土木技術管理士、土木施工管理技士その他の評価実施に有用な資格とする。 

この専門技術者には、農業農村整備事業の測量又は設計業務の経験を有する建設コ

ンサルタント及び測量会社のほか、土地改良事業に関する技術的な指導及び調査を目

的として設立されている都道府県土地改良事業団体連合会の技術者が該当する。 

また、農業農村整備事業に関する経験又は資格を有している者であれば、都道府県

又は市町村の技術職員が自ら専門技術者として劣化状況評価を実施してもよい。 
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４ 経過観察 

劣化状況評価の結果、防災工事は不要であると判断されたものの、変状等が認め

られた防災重点農業用ため池は、変状箇所の劣化状況を定期的に把握するための経

過観察を行う。 

〔解 説〕 

劣化状況評価の結果、防災工事が必要と判断された防災重点農業用ため池は、地

震・豪雨耐性評価の結果を踏まえて防災工事を実施する。一方、変状が確認されたも

のの防災工事は不要と判断された防災重点農業用ため池については、評価後も劣化は

経年的に進行することを踏まえ、「経過観察」として定期的に変状箇所の劣化状況を把

握する。 

 

５ 劣化状況評価を踏まえた防災工事の実施 

劣化状況評価の結果、農業用ため池の劣化を改善するための防災工事が必要と判

断された場合、令和 12 年度までに防災工事に着手することを目標とする。 

〔解 説〕 

防災重点農業用ため池に係る防災工事等の集中的かつ計画的な実施のため、劣化状

況評価により劣化の改善のための防災工事が必要と判断された防災重点農業用ため池

については、ため池工事特措法の効力が令和 12 年度末までとなっていることから、同

法の有効期間内に防災工事に着手することを目標に、必要となる関係者との協議調

整、劣化状況評価等を踏まえた対策工の詳細設計等の手続を計画的に進める。 

また、防災工事に当たっては、劣化の改善のための工事と地震・豪雨に対する所要

の安全性を確保するための工事を一体的に実施し、効率的に防災重点農業用ため池の

防災対策を進める観点から、劣化状況評価の結果に基づき防災工事を実施する防災重

点農業用ため池のうち、地震・豪雨耐性評価が未実施のものについては、地震・豪雨

耐性評価を実施し、地震・豪雨に対して所要の安全性を確保するための防災工事の必

要性を判断する。 
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（参考）防災工事着手までの一般的なスケジュール 

 

劣化状況評価等の実施状況、廃止予定等を踏まえた防災工事着手までに想定される

流れは下図のとおりである。ただし、各年次における実施内容は関係者との調整状

況、予算措置のタイミング等により前後する。 

 

 

 

図３ 防災工事着手までのスケジュール 

 

 

 

 

 

  

○劣化状況評価＋地震･豪雨耐性評価 ○事業化に向けた協議･調整 ○防災事業

 Ａため池  Ａため池 (対策工に係る詳細設計) (防災工事)

劣化ＮＧ／地震･豪雨ＮＧ  Ｂため池  Ａため池  Ａため池：耐震・劣化の改善

 Ｂため池  Ｂため池  Ｂため池：耐震工事、洪水吐き改築

劣化ＯＫ／地震･豪雨ＮＧ

○経過観察、定期点検

 Ｃため池  Ｃため池

劣化ＯＫ／地震･豪雨ＯＫ  Ｄため池

○劣化状況評価
経過観察、定期点検

※地震・豪雨耐性評価優先実施要件非該当 ※Ｄため池については、管内の優先実施要件に該当する防災重点農業用ため池の地震・豪雨耐性評価の実施状況、地域の実情等を踏まえて

 Ｄため池
　地震・豪雨耐性評価の実施を検討

劣化ＯＫ ○地震･豪雨耐性評価 ○事業化に向けた協議･調整 ○防災事業

 Ｅため池  Ｅため池  Ｅため池 (対策工に係る詳細設計) (防災工事)

劣化ＮＧ 地震･豪雨ＮＧ  Ｆため池  Ｅため池  Ｅため池：耐震・劣化の改善

 Ｆため池  Ｆため池  Ｆため池  Ｆため池：劣化の改善

劣化ＮＧ 地震･豪雨ＯＫ

○劣化状況評価 ○事業化に向けた協議･調整 ○防災事業

※地震・豪雨耐性評価ＯＫ（過年度）

 Ｇため池 対策工に係る詳細設計 防災工事

劣化ＮＧ

○事業化に向けた協議･調整

 Ｈため池   経過観察、定期点検

劣化ＯＫ

○廃止予定のため池 ○防災事業（廃止工事）※廃止に当たり工事を伴う場合

 Ｉため池

○廃止（他用途転用）

○劣化状況評価等の結果を踏まえ廃止するため池 ○防災事業（廃止工事）

 Ｊため池

○廃止（他用途転用）

　・事業計画策定
　・地元調整、法手続き

　・予算措置　等

　・事業計画策定

　・地元調整、法手続き
　・予算措置　等

廃止に係る関係者・関係機関との調整（権利関係、農業用ため池としての廃止後の管理体制等）
※必要に応じ、廃止までの間、監視・管理体制の強化（低水管理、ハザードマップ活用等）

・事業計画策定

・地元調整、法手続き
・予算措置　等

劣化ＮＧ

or

地震･豪雨ＮＧ

 統廃合に係る関係者・関係機関との調整（権利関係、農業用ため池としての廃止後の管理体制等）

 ※必要に応じ、廃止までの間、監視・管理体制の強化（低水管理、ハザードマップ活用等）

(対策工の検討、設計)
(防災工事)

(所管替等手続き)

(対策工の検討、設計)

(防災工事)

(所管替等手続き)

１ 年 目 ２ 年 目 ３ 年 目 ４ 年 目 ５ 年 目
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Ⅱ 劣化状況評価 

１ 本手引きの適用範囲 

劣化状況評価における本手引きの対象は、全ての防災重点農業用ため池とする。 

ただし、近代的な技術基準に基づき設置又は改修された設備については、機能診

断マニュアル、機能保全の手引き等を参考に評価することを妨げない。 

〔解 説〕 

農業用ため池を構成する各設備の機能を評価する際の参考となる図書としては、機

能診断マニュアルがあるが、同マニュアルの対象はため池設計指針に基づき、築造、

改修又は安全性が確認されたため池を基本としており、土地改良事業に係る設計基準

が体系的に整理される以前に築造又は改修されたため池に適用する場合は、別途検討

が必要としている。 

一方、基本指針及び局長通知では、全ての防災重点農業用ため池を劣化状況評価の

対象としていることを踏まえ、本手引きは近代的な技術基準に基づかない設備を含

む、全ての防災重点農業用ため池に対し実施する劣化状況評価を適用範囲とする。 

本手引きの評価区分の設定に当たっては、ため池工事特措法の有効期間内に多くの

ため池を評価する必要があることから、機能診断マニュアルの調査項目を基本としつ

つ、防災上の評価に必要な項目の絞り込み、評価項目の大括り化、必要に応じて実施

する項目の設定等により効率化を図るとともに、評価の方法は個々の変状の程度と対

策を１対１で対応させることで、変状と対策の関係を明確化する。 

なお、本手引きの適用範囲及び評価設定の考え方は前述のとおりであるが、各工種

の土地改良事業計画設計基準や各設備の機能に係る健全性を評価することを目的にこ

れまで策定された下記の図書に基づいて評価することを妨げるものではない。また、

本手引きに基づき劣化状況評価を行った上で、機能診断マニュアルを参考に防災工事

のための詳細設計において補足調査を実施する等、ため池工事特措法の有効期間を踏

まえて効率的に防災対策が進められるよう検討することが望ましい。 

・ ため池機能診断マニュアル（暫定版）（平成 28 年 10 月）

・ 農業水利施設の機能保全の手引き（令和 ５ 年４月）

・ 農業用ダム機能診断マニュアル（平成 30 年４月）

・ これらのマニュアル等に準ずる基準

《注》近代的な技術基準とは、土地改良事業計画設計基準「コンクリートダム」（昭和

40 年 10 月）、「フィルダム」（昭和 41 年６月）以降の基準や河川管理施設等構造令

（昭和 51 年政令第 199 号）のことを指す。 
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２ 劣化状況評価の調査項目 

劣化状況評価の調査項目は、堤体の変形に関する変状、堤体等からの漏水、洪水

吐きの変状、取水放流施設の変状、貯水池斜面及び地山法面の変状並びにゲート等

機械設備の変状とする。 

〔解 説〕 

農業用ため池の各設備は、 

・ 土構造物、コンクリート構造物等を構成する材料そのものの経年的な劣化

・ 地震、洪水等による外力に起因する構造物の変形、変位及び目地の損傷

によりその機能が低下することで、構造物として求められる性能を発揮できない状態

になるおそれがある。 

劣化状況評価では、このような劣化及び損傷に起因すると考えられる外観上の変状

を調査することにより、その変状の要因となる劣化及び損傷を直接又は間接的に把握

し、ため池を構成する各設備の機能の状態を評価する。 

例えば、堤体内部の遮水材料の劣化、堤体内に埋設された取水放流設備の損傷等に

より堤体内部の空洞化、水みちの形成等が助長されると堤体の貯留機能が低下し、い

ずれ構造性能を発揮することができない状態となる。この過程でため池の機能及び性

能を低下させている要因が変状として確認・計測できる場合があり、具体的には堤体

の陥没・はらみ出しに関する漏水、取水放流管からの泥水流出等の変状が挙げられ

る。 

本手引きでは、堤体の変形に関する変状、堤体等からの漏水量、洪水吐きの変状、

取水放流設備の変状、貯水池斜面及び地山法面（注）の変状並びにゲート等機械設備の

変状を調査項目として設定する。また、それぞれの調査項目において観測される変状

とその変状の要因となる劣化及び損傷の考え方を整理するとともに、変状の程度と講

ずべき対策を評価区分として示す。 

なお、本手引きの評価区分は、機能診断マニュアル、管理マニュアル等を参考に、

農業用ため池を構成する各設備における変状と対策の基本的な考え方として示したも

のであり、評価の実施者がため池の構造、築造時期、被災履歴、改修履歴等を踏ま

え、調査項目及びその評価区分を設定することを妨げるものではない。 

注 貯水面に接続する斜面又は堤体の両岸が接続する地山の法面であって、崩壊した

場合に堤体等の安全性に影響が生じる範囲。 
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（参考）本手引きと機能診断マニュアル等の適用範囲 

 

本手引きの劣化状況評価と機能診断マニュアル、管理マニュアルの適用範囲を整理

すると下表のとおり。 

 

 

 本手引き 

（劣化状況評価） 

機能診断 

マニュアル 

管理 

マニュアル 

目的・用途 
防災工事の必要性を

判断、経過観察 

機能診断、健全度評

価(2 次調査) 

管理の基本事項、日

常点検(1 次調査) 

対象施設 
防災重点 

農業用ため池 

農業用ため池 農業用ため池 

適
用
範
囲 

近代的技術基準

（注 1）により施工

されたため池 

○ ○(注 2) ○ 

上記以外の 

ため池 
○ △(注 2) ○ 

評価手法 

個別評価 

個別の変状に評価

(対策)を対応させる 

総合評価 

個別の変状を点数化

し、合計点数で評価 

チェックリスト 

変状（目視）、管理

上の支障の確認 

注 1 土地改良事業計画設計基準「コンクリートダム」（昭和 40 年 10 月）、「フィルダム」（昭和 41 年６

月）以降の基準や河川管理施設等構造令（昭和 51 年政令第 199 号） 

注 2 機能診断マニュアルの適用範囲は、ため池設計指針に基づき、築造、改修又は安全性が確認された

ため池を基本としており、その他のため池への適用に当たっては、ため池の構造、改修履歴、被災履

歴等を勘案し、調査表の各項目の配点に重み付けを行う必要がある。 
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２－１ 堤体の変形に関する変状（①断面変形率） 

築堤時及び現況の堤体断面積から算定した断面変形率により、防災対策の必要性

を評価する。 

劣化状況評価個表１：堤体の変形に関する変状（①断面変形率） 

〔解 説〕 

農業用ため池の堤体構造は様々であり、堤体の構造安定性を評価する定量的な基準

を設定することは困難であるが、断面変形率は、実務上、ため池の改修判定基準とし

て長年用いられてきた経緯があることを踏まえ、堤体の構造機能を低下させる劣化や

損傷の総体を定量的に評価する指標として設定する。 

断面変形率の算定には、築堤当初の断面形状を把握する必要があるが、台帳等の記

録から断面形状が推定できない、記録されている断面形状が現況の断面形状と明らか

に異なる等、記録から築堤当初の断面形状を設定できない場合は、断面変形率を算定

する代表断面の前後の断面における法肩及び法尻の位置等から適切に当初堤体断面を

設定する。断面変形率を算出する代表断面は、堤体が最も変形している箇所を目視に

より選定するものとし、堤長が長大なため池、皿池等の場合は、現地状況を踏まえ堤

体を複数ブロックに分割し、各ブロックの代表断面における堤体断面変形率のうち、

最大となる断面変形率により評価する。 

 

〔評価区分の考え方〕 

ため池設計指針において、「堤体断面が当初に比して５％以上の面積率で変形してい

る場合は、改修の対象として検討する」とされていることを踏まえ、堤体の断面変形

率５％を基準として評価区分を設定する。 
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２－２ 堤体の変形に関する変状（②断面変形率以外） 

堤体盛土材料及び堤体上に設置された表面保護材、水路等の附帯構造物の変状を

把握し、防災対策の必要性を評価する。 

劣化状況評価個表２：堤体の変形に関する変状（②断面変形率以外） 

〔解 説〕 

堤体を構成する盛土の安定性の低下、水みち形成による遮水性の低下等につながる

堤体盛土材料の劣化又は堤体内部の変状に起因する堤体上に設置された表面保護材、

排水路等の損傷、堤体の浸食を助長する地震、洪水等の外力による表面保護材、水路

等の変状を把握し、防災対策の必要性を評価する。 

〔評価区分の考え方〕 

変状等の把握項目（チェックリスト）は、堤体の構造安定性の支配的要因となる堤

体内部構造の遮水性に影響する変状とし、機能診断マニュアルの調査項目「堤体盛土

の変形、損傷」等の確認項目及び管理マニュアルにおいて日常管理で確認する項目を

参考に以下のとおり設定する。 

・ 堤体盛土材料の劣化及び損傷に起因して顕在化する変状として「陥没、はらみ出

し、堤頂部の局所的な沈下」を確認する。これらの変状が堤体を横断するように埋

設された取水放流設備等の埋設構造物の直上及びその周辺の地表部でが確認される

場合は、埋設構造物の損傷が疑われることから変状箇所付近の下流側に設置されて

いる埋設構造物の状況も確認する 

・ 堤体のすべりに対する安全性の低下要因となる「堤体のクラック、段差」を確認

する。特に段差は、割れ目の高さが異なるクラックで、すべりや局所的な破壊の発

生を示唆する事象として確認する 

・ 「堤体の盛土表層部のずり落ち」は陥没、はらみ出しと同時に確認され、盛土材

料が損傷している場合には堤体の安定性の低下要因となる 

・ ゾーン型式のため池の場合、遮水材料が遮水性を失うと安定性の低下要因となる

ため、浸食等により遮水材料が露出していないか確認する 

・ 堤体の表面保護材、堤頂部の舗装等はクラック、めくれ、ずれ等について、当該

構造物のみの変状か、堤体盛土材料の浸食・流亡を伴うものか確認する 

・ 堤体下流斜面の不安定化に関連付けられる間接的な事象として、「承水路、排水路

等構造物のずれ・損傷、法先ドレーンの変形・損傷」を確認する 

・ 「樹木の生長」を確認する。堤体に樹木が生長している場合又は枯死・伐採した

切り株の根が残存している場合は、高い位置の浸潤線、水みち形成の助長等が疑わ

れる。また、ため池の管理が適正に行われていれば樹木が大きく生長するまで放置

されることはないとの見方もできる 

評価の区分は、変状等の把握項目（チェックリスト）の各項目の変状の程度に応

じ、堤体の安定性に大きく影響する要因であるかとの観点で設定する。 
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２－３ 堤体等からの漏水 

浸潤線（堤体内の地下水位）が高いことにより堤体下流斜面の広い範囲で発生する漏

水又は堤体、底樋等からの局所的な漏水の有無を把握し、防災対策の必要性を評価す

る。調査に当たっては、ため池管理者等から漏水の状況を聞き取るとともに、可能な限

り、堤長 100 m 当たりの漏水量や経時的な変化を把握する。 
劣化状況評価個表３：堤体等からの漏水 

〔解 説〕 

堤体等からの漏水には次の二つのタイプがあり、実際の漏水では二つのタイプの漏

水が同時に発生している場合もある。 

① 浸潤線（堤体内の地下水位）が高いことにより、堤体下流斜面の広い範囲で浸透

水が浸み出す状態で発生する漏水（全体的な漏水） 

② 堤体と基礎地盤・両岸地山との境界部、底樋・洪水吐き等の堤体を横断する構造

物の周辺から局所的に発生する漏水（局所的な漏水） 

全体的な漏水は、豪雨等による堤体下流斜面の崩壊（すべり破壊）の発生要因とな

り、局所的な漏水は、パイピングの発生要因となる。 

漏水は堤体の構造安定性を判断する上で重要な変状であり、漏水箇所を直接確認し

て特定することが望ましい。そのため、以下の事項に留意して現地調査を行う。 

・ 堤体の草刈り、清掃等により堤体表面の観察が容易なタイミングで調査する。調

査時の貯水位は満水状態であることが望ましい。また、降雨後は湿潤箇所の把握が

困難であること、漏水量を過大評価するおそれがあることから、直近に大きな降雨

がないことを確認する 

・ 日常管理を行っている管理者等からの聞き取りにより漏水箇所が特定できる場合

もあることから、管理者等への聞き取り（貯水位が一定以上になると水が貯まりに

くい又は一定以上に水位が上がらないことがないか、常にぬかるんでいる箇所がな

いか、過去と比較して漏水量が増えていないか等）を行う 

・ 現地調査は、まず堤体下流斜面全体を踏査し、局所的な漏水がないか確認する。

局所的な漏水は、堤体と地山の境界部、堤体下流斜面法尻及び底樋管出口の周辺に

多く見られることから、これらの箇所は重点的に確認する。速い流れを伴った局所

的な漏水、濁りを伴う漏水及び土粒子の流亡跡が確認された漏水は特に決壊リスク

の高いものとして、速やかに落水等の緊急対策を講じる 

・ 湿潤箇所の調査は、堤体下流斜面及び法尻の地盤部を踏査しピンポール等の細い

棒を地盤に刺して硬さを確認したり、湿生植物の有無を確認したりして判定する 

・ 取水口（ため池栓、斜樋栓等）を全閉した状態で底樋等からの流水が確認される

場合は底樋管等が破断して堤体から管内に漏水が発生している可能性がある。堤体

内部の材料が浸食されている可能性もあるため、堤体の変形等のがないか入念に確

認する 
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・ 洪水吐きの後面（側部及び底盤部）に沿って下流から漏水が浸出する場合がある

ことから、洪水吐き水路の流末において漏水又は湿潤箇所がないか確認する。ま

た、洪水吐き水路の後面に空洞が生じ漏水が洪水吐き前面（水路断面内）の排水

孔、目地等から流出する可能性もあることから、洪水吐き水路内の排水孔、目地等

も確認する 

・ 漏水が確認された場合、可能な限り、漏水量の測定を行う。許容漏水量は、堤体

の遮水性材料、基礎地盤の性質、ため池の形式・規模等により異なるため一概に決

定されるものではないが、実務上、ため池の改修判定基準として長年用いられてき

た堤長 100m 当たりの漏水量 60ℓ/min を一つの判断基準とする。漏水量の計測が可能

な観測設備を有するため池はほとんどなく、多くの場合、土堤等で漏水を集水し簡

易的に漏水量を計測することになるが、このような方法で計測された漏水量は過小

評価となる可能性があることから、局所的な漏水の性状（濁り、流水の速さ等）に

異常がないか等を勘案し判断する 

・ 前述の判断基準を上回る顕著な漏水が確認されない場合であっても、局所的な漏

水は、決壊のリスクが高い漏水として評価する 

・ 漏水量は短期的な調査で正確に把握することは困難であり、ため池管理者等から

経時的な傾向を聞き取るとともに、貯水位を変えて漏水量を計測できる場合は、貯

水位と漏水量の関係をグラフにプロットして整理することが望ましい 

 

〔評価区分の考え方〕 

変状等の把握項目（チェックリスト）は、前述の現地調査の留意事項で示した変状

とし、機能診断マニュアルの調査項目「堤体の漏水」における確認項目及び管理マニ

ュアルの日常管理における確認項目を参考に以下のとおり設定する。 

・ 局所的な漏水を把握するため、「堤体と基礎地盤・地山との境界部、底樋・洪水吐き

等の堤体を横断する構造物の周辺からの漏水」、「取水口（ため池栓、斜樋栓等）を全

閉にしても、底樋等の堤体埋設構造物から水が出ている」を確認する 

・ 全体的な漏水を把握するため、「堤体下流斜面から水がにじみ出ている」、「堤体下

流斜面の中段、法尻の水路に水が流れている」、「湿潤箇所」、「植生が他と異なる箇

所、法面保護材がコケ等で変色している箇所」を確認する 

評価の区分は、局所的な漏水と全体的な漏水それぞれについて、変状の程度、漏水の性

状及び漏水の判定基準値（堤長 100m 当たりの漏水量 60ℓ/min）をもとに設定する 

 

《補足事項》 

ため池設計指針では、ため池の改修の対象として検討すべき漏水量の基準として、

堤長 100m 当たりの漏水量のほか、以下の考え方が示されている。 

・ ため池本来機能である貯水能力が低下し、利水上の支障を来している 
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・ 貯水位一定の場合の漏水量変化が、１カ月間に 10％以上増加している

・ 貯水機能を厳密に検討する場合は、一般に、浸透による貯水の減少率を１日当た

り総貯水量の 0.05％以下に抑えることを目標としている 

本手引きにおける漏水量基準値の設定に当たっては、利水の観点で示された指標

（貯水機能低下、総貯水量に対する貯水の日当たり減少率 0.05％）は用いないことと

した。一方、貯水位を一定に保持し漏水量をモニタリングする指標（貯水位一定で漏

水量変化 10％増）は、ため池の構造安定性の観点から示された指標であり、同指標に

よる評価が可能な場合、活用することを妨げるものではない。 

-23-



 

 

２－４ 洪水吐きの変状 

洪水吐きがコンクリート構造の場合、洪水吐きの構造性能の劣化状況を健全度指

標により定量的に把握し、防災対策の必要性を評価する。 

洪水吐きが石積み、素掘りその他の非コンクリート構造の場合、漏水や法面の損

傷、洗掘の有無等の変状を把握するとともに、設置位置、機能維持の困難度等を踏

まえて防災対策の必要性を評価する。 

劣化状況評価個表４－１：洪水吐き（コンクリート構造）の変状 

劣化状況評価個表４－２：洪水吐き（非コンクリート構造）の変状 

〔解 説〕 

洪水吐きに求められる「機能」は、ため池に流入する洪水を安全に下流の水路へと

流下させる水理機能、構造機能等であり、これらの機能を発揮する能力として具体的

な数値で表される「性能」として設計洪水流量に対する水理性能、土圧・水圧に対す

る構造性能等がある。この機能と性能の評価に関して、基本指針及び局長通知では防

災工事の必要性を判断するための評価のうち、地震・豪雨耐性評価において設計対象

洪水流量に対する施設性能の評価を、劣化状況評価において水理機能や構造機能等の

施設機能の評価を行うとの考え方に基づいている。 

本項で洪水吐きの機能を評価する際の課題の一つとして、ため池の場合、洪水吐き

の材質がコンクリート構造に限らないという点がある。すなわち、後述する評価区分

の考え方のとおりコンクリート構造物の場合は、一般に構造性能に影響する変状等の

レベルを指標化した「健全度指標」により水理機能を評価できるが、非コンクリート

構造物の場合は、構造性能と水理性能の低下を関連付けることが困難である。 

洪水吐きの劣化状況評価では、このような課題があることを踏まえ、洪水吐きの材

質をコンクリート構造と非コンクリート構造に区分し、評価区分を各々設定する。 

また、設備機能の評価と併せて適正な管理が行われているか及び今後の管理におい

て機能が維持できる設備であるかを確認することも重要である。例えば、洪水吐きの

水理的安全性を確認することなく水位確保のために洪水吐き越流部を嵩上げしている

場合、洪水吐きが設置されていない又は洪水吐きの水路断面がため池に流入する集水

面積、水位痕跡等からして明らかに不足している場合、浸食されやすい素掘り又は石

積みの洪水吐きが堤体又は堤体と地山の境界部に設置されている場合等は、洪水の制

御、堤体の浸食又は越流防止等の機能が十分に発揮できないおそれがあることから、

機能の評価にかかわらず改修の必要性について検討する。 

 

〔評価区分の考え方〕 

 (1) コンクリート構造の場合 

機能保全の手引き第２章５（８）「健全度の判定」では、水理性能の大幅な低下

は、構造性能が限界以下に低下した時点で突然発生すること及び構造性能の劣化状
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況は定量的に把握することが比較的容易であることから、構造性能に影響する変状

等のレベルを指標化した「健全度指標」を施設機能の性能管理を行う代表指標と

し、健全度を管理水準内に維持することで、水理性能が一定程度担保されるとの考

え方が示されている。コンクリート構造物の評価は、この考え方に基づき、構造性

能に影響する変状等のレベルを指標化した「健全度指標」により施設機能（水理機

能及び構造機能）の低下状況を把握する。 

「健全度指標」による評価は、機能診断マニュアルの「洪水吐（コンクリート）

の施設状態評価表」において整理されているが、劣化状況評価を迅速かつ効率的に

実施する観点から以下の点で項目の絞り込み及び大括り化を行う。 

・ 劣化状況評価は防災工事又は経過観察が必要な変状を確認することを目的とし

ていることから、変状がほとんど認められない S-5 評価に関する調査は省略して

も支障がないことから施設状態評価表に記載しない 

・ 機能診断マニュアルの施設状態評価表は、変状別評価、主要因別評価及び施設

状態評価の順に評価を行う。各段階の評価では「最も健全度が低い項目を代表値

とする」との考え方で評価する。一方、劣化状況評価では防災工事又は経過観察

の評価にあたり、洪水吐きを構成する構造物と構造物付随物の健全度を把握すれ

ば支障がないため、変状別評価と主要因別評価を構造別評価として大括り化する 

・ 構造物自体の変状のうち「ひび割れ」は、適切にため池の日常管理や経過観察

が実施されることを前提として、ひび割れの発生機構を特定し、進行性があるタ

イプのひび割れであるか判定することはしない。同様に、厳しい腐食環境におけ

るひび割れ幅の閾値
しきいち

及び進行性のひび割れの評価による低位評価への移行（例：

S-4⇒S-3）は設定しない 

・ 機能診断マニュアルの構造物自体の変状のうち「ひび割れ以外の劣化」、「変

形・歪み」、「欠損・損傷」、「不同沈下」は評価項目を細分化しているが、劣化状

況評価では、評価指標（部分的、局所的、全体的等）と評価区分が同一のもの

は、「最も健全度が低い項目を代表値とする」ことを踏まえ評価項目を大括り化す

る 

・ 構造物付随物の変状のうち「目地の変状」は、「最も健全度が低い項目を代表値

とする」ことを踏まえ、評価指標を維持しつつ評価項目を細分化しない 

劣化状況評価の評価区分は、下表の健全度指標と施設の状態を踏まえ設定する。 
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表 2 健全度指標と施設の状態 

健全度指標 施設の状態 

S-4 軽微な変状が認められる状態 

S-3 変状が顕著に認められる状態 

S-2 施設の構造的安定性に影響を及ぼす変状が認められる状態 

 

(2) 非コンクリート構造（素掘り、石積み等）の場合 

洪水吐きが非コンクリ－ト構造の場合、構造性能の劣化状況を定量的に把握する

こと及び構造性能、水理機能等の低下を関連付けることが困難であることから、構

造性能及び水理性能に影響する洪水吐きの変状や管理状況を定性的に把握し、変状

等の程度に応じた評価区分を設定する。具体的には機能診断マニュアルの「洪水吐

（コンクリート）の施設状態評価表」のうち構造物周辺の変状の評価項目や洪水吐

きの流下機能を阻害する要因となる水路内の「法面崩れ、洗掘」、「湧水、漏水」及

び「変状の時間的変化」を変状の把握項目とし、評価区分は変状の規模と時間的変

化の傾向を基準として設定する。 

また、浸食を受けやすい材質の洪水吐きが堤体に接している場合は、変状の有無

にかかわらず、防災工事（改修）の対象とすることを検討する。 
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２－５ 取水放流設備の変状 

取水放流設備の材質が鉄筋コンクリート、金属、合成樹脂等で、健全度指標によ

り水理機能が評価可能なものは、構造性能の劣化状況を健全度指標により定量的に

把握し、防災対策の必要性を評価する。 

材質が木造、石造等で健全度指標により水理機能が評価できないものは、流水の

性状、管理者の操作・管理実態、当該設備以外の劣化状況評価結果等を踏まえて総

合的に評価する。 

劣化状況評価個表５：取水放流設備 

〔解 説〕 

農業用ため池の貯留水を取水するための取水施設（斜樋、樋管、底樋等）及び常時

満水位以下の貯留水を放流し、水位を低下させるための放流設備（取水施設と兼用の

場合を含む）の材質は、鉄筋コンクリート、金属管（ダクタイル鋳鉄管、鋼管等）、合

成樹脂管（ＶＰ管、ＶＵ管等）等様々で、木造や石造の場合もある。 

また、一般に取水放流設備は堤体を横断して設置される構造物であり、管路が堤体

内に埋設されている場合は、堤体との境界部の土質材料が浸食され劣化が進行する弱

部となりやすいこと、埋設管路の機能が低下した場合、堤体内部材料の流亡を招くお

それがあること等、堤体と取水放流設備の変状が相互に施設性能を低下させる要因と

なることから、本評価項目において把握した変状が他の設備の変状に与える影響に留

意する必要がある。 

取水放流設備の劣化状況評価に関する評価区分の考え方は以下のとおりであり、洪

水吐きと同様、製品規格等により構造性能が健全度を評価することが可能な材質の場

合と定量的に健全度を評価することが困難な材質の場合に区分して設定する。 

 

〔評価区分の考え方〕 

(1) 健全度評価が可能な材料（鉄筋コンクリート、金属管、合成樹脂管等） 

評価項目及び評価区分の設定に当たっての考え方は、「２－４ 洪水吐きの変状」

と同じであり、機能診断マニュアルの「施設状態評価表（取水施設（斜樋））」、「施

設状態評価表（取水施設（取水トンネル））」、「施設状態評価表（取水施設（底樋

（パイプライン）））」及び「施設状態評価表（放流施設）」を参考として、項目の絞

り込み及び大括り化を行った。 

 

(2) 健全度評価が困難な材料（木造、石造等） 

取水放流設備が木造や石造その他の構造性能の劣化状況を定量的に把握し構造性

能、水理機能等の低下を関連付けることが困難な構造の場合は、管内流水の性状

（濁り、経時的変化等）、堤体等の周辺設備との境界部の変状等及び他の設備の劣化

状況評価の結果を踏まえ評価する。 
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なお、健全度評価ができない材質の設備は、機能管理が困難であることから、変

状の有無にかかわらず防災工事（改修）の対象とすることを検討する。 

《補足事項》 

一部の農業用ため池では取水放流設備としてサイホン管が設置されている。劣化状

況評価は防災工事の必要性を判断するため実施するものであることから、堤体上に露

出配管されている場合はサイホン管の固定方法にもよるが評価対象外としてもよい。 

同様に、取水放流設備が堤体又は堤体と地山の境界部から離れた位置に設置されて

おり、当該位置で設備が破損した場合に設備下流の住宅等の被害が想定されない場合

は劣化状況評価の対象外としてもよい。 

ただし、これら設備を用いた洪水時操作、地震時の緊急放流が必要な場合は、地

震・豪雨耐性評価により所要の安全性が確保されているか照査する必要がある。特に

サイホン方式の放流設備は自然排水できない可能性があるため、別途自然流下方式の

洪水吐きで洪水流下能力を確保するなどの検討が必要である。 
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２－６ 貯水池斜面及び地山法面の変状 

堤体及び地山境界付近の法面や斜面が崩落した場合に、堤体・堤体附帯施設及び

貯水池の安全性に影響が生じる可能性がある範囲を対象として、貯水池斜面及び地

山法面の変状を把握し、防災対策の必要性を評価する。 

劣化状況評価個表６：貯水池斜面及び法面の変状 

〔解 説〕 

農業用ため池の堤体付近にある貯水池斜面及び地山法面が崩落した場合、堤体及び

堤体附帯設備に損傷を与えたり、取水放流設備の流入口が閉塞したりするおそれがあ

ることから、当該範囲を調査対象範囲として貯水池斜面及び地山法面の安定性に影響

する変状を把握し、防災対策の必要性を評価する。 

一方、調査対象範囲より上流の貯水池斜面及び地山法面の崩落や土地利用状況の変

化は、直ちに堤体等の機能に影響を及ぼすものではないが、例えば、貯水池斜面が道

路等に接しており、当該箇所に崩落の兆候と判断できるクラック等の変状が把握され

る、ため池上流で倒木の流入を助長する山林荒廃が進行している、洪水流出特性を悪

化させる市街化が確認される等、ため池の適正な管理に影響する場合は、必要に応じ

て都道府県や市町村の担当者と状況変化について情報の共有を図るとともに、ため池

管理規程や管理マニュアルに基づきため池管理における留意事項として取り扱う。 

 

〔評価区分の考え方〕 

変状の把握項目（チェックリスト）は、機能診断マニュアルの調査表「貯水池内、

堤体周辺の法面・斜面」を参考に 

・ 「貯水池斜面や地山法面の崩落、湧水、陥没、はらみ出し」 

・ 「貯水池法面に隣接する道路の連続した亀裂、段差、ずれ」 

・ 「植生変化箇所、貯水池内の樹木等の管理・生育状況」 

とした。なお、以下の機能診断マニュアルでは観測計器を用いて法面の挙動観測を行

っている場合の評価項目があるが、農業用ため池貯水池内において法面挙動を計測し

ている事例は少ないと考えられることから評価項目には含めていない。 

評価区分は、変状の規模と貯水池斜面及び地山法面が崩落した場合に堤体が損傷し

たり、取水放流設備の取水口を閉塞したりするおそれがないかとの観点で設定する。 
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２－７ ゲート等機械設備の変状 

水制装置としてゲート等の機械設備が設置されている場合、構造性能の劣化状況

を健全度指標により定量的に把握し、防災対策の必要性を評価することを基本とす

るが、非常時操作に支障がある場合又は目視で水制機能が喪失されていることが明

らかな場合は、管理実態等を踏まえて防災対策の必要性を評価する。 

劣化状況評価個表７：ゲート等機械設備の変状 

〔解 説〕 

農業用ため池の貯水の水制のため、ゲート等機械設備が設置されている場合、水制

機能の機能低下状況を健全度指標により定量的に把握し、評価することを基本とする

が、機械設備の変状の計測には、専用の計測機器とその取扱い技術が必要となること

から、都道府県又は市町村の技術者が自ら調査することは想定していない。 

一方で、機械設備については、現に営農用水の日常管理、洪水時の緊急操作等に支

障が生じており適切なため池の管理が困難である場合又は仮に補修するとしても同規

格品の取扱いメーカーが存在しなかったり、安価な汎用品により機能が維持されたり

する場合には管理実態等を踏まえた評価を行う。 

ただし、管理実態等を踏まえた評価を行う場合は、必要に応じて防災工事のための

設計の中で専門業者による補足調査を行うこと、複数のため池の機械設備に係る性能

計測が必要な評価を一括して専門業者に調査させること等を検討する。 

〔評価区分の考え方〕 

(1) 健全度指標に基づき評価する場合

評価項目及び評価区分は、機能診断マニュアルの「詳細診断調査・健全度評価表

（ゲート等機械設備）」とする。 

(2) 管理実態等に基づき評価する場合

評価項目及び評価区分は、非常時操作における支障に着目し設定し、支障がある

場合や扉体が腐食して水制機能が喪失している場合は評価区分を「防災工事」とす

る。 

-30-



Ⅲ 経過観察 

１ 経過観察を行う者の選定 

劣化状況評価の結果、防災工事は不要と判断されたものの変状等が確認された設

備については、定期的に経過観察を行うものとし、経過観察を行う者は関係者が協

議して決定する。 

〔解 説〕 

劣化状況評価の結果は、参考様式：「劣化状況評価総括表」（参考様式 65 ページ）を

参考に各設備の劣化状況評価を集約して整理する。また、防災工事は不要と判断され

たものの変状等が確認された設備については、劣化の進行や比較的大規模な地震及び

豪雨等による損傷の拡大に伴い決壊が生じないよう必要に応じて定期的に堤体、洪水

吐き、取水放流施設の劣化状況を適切に観察する。 

この「経過観察」を行う者については、各地域のため池管理実態や都道府県及び市

町村の役割分担を踏まえ関係者が協議の上、都道府県又は市町村が経過観察を行う者

を定めるとともに、経過観察を行う者に対し、劣化状況を把握すべき箇所、把握の方

法、頻度等を指導する。経過観察を行う者は、経過観察報告様式（参考資料 81 ペー

ジ）を参考に都道府県又は市町村に経過観察の結果を報告する。 

２ 経過観察の頻度と報告 

経過観察の頻度は、変状の程度に応じて設定する。また、経過観察を行う者は、

年１回以上、都道府県又は市町村に対し、経過観察の結果を報告する。 

〔解 説〕 

基本方針及び局長通知では、都道府県又は市町村は、経過観察を行う者に対し、毎

年１回以上経過観察の結果を報告するよう求め、その結果を踏まえ防災工事の必要性

を適宜判断することとしている。 

この場合、劣化状況を把握すべき箇所の確認頻度と経過観察の報告頻度は必ずしも

一致する必要はない。すなわち、劣化の進行状況を把握する機会としては経過観察の

ほか、管理者による日常点検、管理規程等に基づく定期点検その他の管理活動があ

り、これらの管理活動を通じて経過観察の対象箇所を確認し、その情報をもとに経過

観察を行う者が経過観察報告書を作成することができる。 

また、ため池工事特措法第６条では、都道府県は防災工事等の実施者に対し、防災

工事等の確実かつ効果的な実施に関し必要な指導、助言その他の援助に努めるものと

され、その援助に関し土地改良事業団体連合会に必要な協力を求めることができる旨

が規定されており、経過観察、定期点検等の管理活動に関して、都道府県は状況に応

じ、土地改良事業団体連合会に対して必要な協力を求めることとする。 
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《補足事項》 

農業用ため池に係る管理活動の実施主体、内容、頻度等の代表的な例をまとめると

下表のとおりであり、それぞれの管理活動の実施者は必ずしも一致しない。 

このため、それぞれの管理活動を通じて把握したため池に関する情報を当該ため池

の関係者間で共有する体制を構築することが重要である。また、関係者が現地におい

て変状箇所、経過観察対象箇所等を特定できるよう、必要に応じて表示杭、鋲等を設

置する。 

表 3 ため池の管理活動 

日常点検 
劣化状況評価に基づく 

経過観察 

管理規程等に基づく 

定期点検 

活動主体 所有者等注1 

都道府県 

市町村 

所有者等注1 

市町村 

所有者等注1 

対 象 農業用ため池 

防災重点農業用ため池 

のうち劣化状況評価で 

経過観察となったもの 

防災重点農業用ため池 

内  容 

日常管理の中で全般的

に目視確認 

劣化状況評価の結果変

状が確認された箇所 

※ 経年的な変化を整理

経過観察の対象設備以

外の設備を含めて施設全

体を点検 

頻 度 随 時 変状の程度に応じ設定注2 地域の実情に応じ設定 

参考図書 

・管理マニュアル ・機能診断マニュアル

・本手引き

・ため池設計指針

・管理マニュアル

・機能診断マニュアル

・本手引き

・ため池設計指針

注１：「所有者等」には、ため池の所有者に加え、管理者を含む。 

注 2：経過観察の頻度については、都道府県又は市町村への経過観察報告の頻度や経過観察の対象となる

箇所の変状等の状況に応じ適切に設定する。 
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第３編 地震・豪雨耐性評価 

Ⅰ 総  論 

１ 地震・豪雨耐性評価 

地震・豪雨耐性評価は、堤体、洪水吐き、取水放流設備等の農業用ため池を構成

する各設備について、設計洪水流量に対する構造性能及び水理性能並びに重要度区

分に応じた耐震性能が所要の安全性を確保しているか照査するものである。 

〔解 説〕 

防災重点農業用ため池はその浸水区域に住宅等が存在することから、地震、洪水等

によりため池が決壊し、下流に被害を生じさせるリスクを極力小さくするよう万全の

防災対策が求められる。 

特に、近代的技術基準に基づき設置されていないため池の多くは、経験則に基づき

堤体、洪水吐き等の構造及び規模を決定していることが想定され、近年の頻発・激甚

化する地震、豪雨等の災害に対して、ため池設計指針等に基づいた所要の安全性が確

保されていない場合がある。 

このため、地震・豪雨耐性評価では、防災重点農業用ため池の堤体、洪水吐き、取

水放流設備等について、 

① ため池下流への影響を踏まえて設定する重要度区分に応じた耐震性能

② 設計洪水流量に対する構造性能や水理性能

が所要の安全性を確保しているか、ため池設計指針、土地改良事業計画設計基準「ダ

ム」等の図書を参考に照査する。
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２ 実施対象及び優先実施基準 

地震・豪雨耐性評価の実施対象は、廃止工事を実施するものを除く、全ての防災

重点農業用ため池とするが、実施に当たっては、以下の基準を満たすため池を優先

して実施する。 

① 災対法第 49 条の４第１項に規定する指定緊急避難場所若しくは同法第 49 条の

７第１項に規定する指定避難場所又は病院、警察署、消防署等の防災活動の拠点

となる施設であって、防災重点農業用ため池の決壊により、その機能に支障が生

じるおそれがあるものが浸水区域に存すること 

② 緊急輸送を確保するため必要な道路であって、防災重点農業用ため池の決壊に

より、その機能に支障が生じるおそれがあるものが浸水区域に存すること 

③ 当該防災重点農業用ため池が決壊した場合、その周辺の区域に存する住宅等の

居住者及び利用者に甚大な被害を及ぼすおそれがあるものとして、都道府県知事

が特に必要と認めるものであること 

 〔解 説〕 

ため池工事特措法はその目的として、「防災重点農業用ため池の決壊による水害その

他の災害から国民の生命及び財産を保護するため」（第一条）と規定されており、浸水

区域に住宅等が存在する防災重点農業用ため池は、その全てで地震や豪雨に対して所

要の安全性が確保されるべきものである。 

一方、地震・豪雨耐性評価は、評価に必要な構造諸元整理、地質・土質調査及び降

雨データ収集等に一定の費用と期間を要することから、基本指針及び局長通知では、

優先して地震・豪雨耐性評価を実施すべき防災重点農業用ため池の基準として、浸水

区域に指定避難場所、防災拠点、緊急輸送道路等が存在することを定めている。 

また、ため池工事特措法の有効期間内に防災工事を効率的に実施する観点から、地

震・豪雨耐性評価と劣化状況評価は次のとおり進めることにも留意する。 

① 優先実施要件に該当するため池の地震・豪雨耐性評価に当たっては、劣化状況評

価が未実施の場合は、地震・豪雨耐性評価と劣化状況評価を一体的に実施する 

② 劣化状況評価が先行して実施されており、その評価結果により劣化状況を改善す

るための防災工事が必要と判断した場合は、地震・豪雨耐性評価の優先実施基準に

かかわらず、地震・豪雨耐性評価を実施し、その評価結果も踏まえ、防災工事の内

容を判断する 

なお、現行以前の設計基準により、地震及び豪雨に対する所要の安全性が確認し施

工された、ため池については、地震・豪雨耐性評価実施済みとして取扱うことができ

る。 
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３ 専門技術者 

地震・豪雨耐性評価を実施する専門技術者は、ため池整備を含む農業農村整備事

業に関する経験又は資格を有する者とする。 

 〔解 説〕 

局長通知において、地震・豪雨耐性評価を実施する専門技術者は農業農村整備事業

に関する経験又は資格を有する者としている。ここで「経験」とは、農業農村整備事

業に携わった経験とし、経験年数は指定しない。また、「資格」とは、技術士、測量

士、農業土木技術管理士、土木施工管理技士その他の評価実施に有用な資格とする。 

この専門技術者には、農業農村整備事業の測量又は設計業務の経験を有する建設コ

ンサルタント及び測量会社のほか、土地改良事業に関する技術的な指導や調査を目的

として設立されている都道府県土地改良事業団体連合会の技術者が該当する。 

また、農業農村整備事業に関する経験又は資格を有している者で、数値解析等が実

施可能な環境があれば、都道府県又は市町村の農業土木技術職員が自ら実施してもよ

い。 

４ 地震・豪雨耐性評価を踏まえた防災工事の実施 

地震・豪雨耐性評価により、耐震対策又は豪雨対策に係る防災工事が必要と判断

された場合、令和 12 年度末までに防災工事に着手することを目標とする。 

 〔解 説〕 

基本指針及び局長通知では、ため池工事特措法の効力が令和 12 年度末までとなって

いることを踏まえ、同法の有効期間内に防災工事を効率的に実施する観点から、地

震・豪雨耐性評価により対策が必要と判断されたため池は、劣化状況評価の結果も踏

まえて、必要な防災工事を実施することとしている。この防災工事に必要な詳細設計

に要する期間を考慮し、計画的に管内の防災重点農業用ため池の地震・豪雨耐性評価

を実施していく必要がある。 
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Ⅱ 地震・豪雨耐性評価の検討事項 

１ 地震に関する評価の検討事項 

地震に関する評価では、重要度区分を設定し、その重要度区分に応じ耐震性能を

照査する。照査項目はレベル１地震動によるすべり破壊の検討、レベル２地震動に

よる耐震計算及び液状化の検討とする。 

〔解 説〕 

地震・豪雨耐性評価のうち地震に関する評価では、農業用ため池決壊時の下流への

影響を考慮して重要度区分を設定し、その重要度区分に応じて、下表に整理した検討

項目について、堤体及び基礎地盤が所要の安全性を確保しているか照査する。 

表 4 重要度区分と具備すべき耐震性能 

重要度

区分 
区分の定義 

耐震性能 

レベル１地震動 レベル２地震動

ＡＡ種 ① 堤体下流に主要道路や鉄道、住宅地等

があり、施設周辺の人命・財産やライフ

ラインへの影響がきわめて大きい施設

② 地域防災計画によって避難路に指定さ

れている道路に隣接するなど、避難・救

援活動への影響がきわめて大きい施設

健全性を損なわない 

限定された損傷にと

どめる 

（液状化対策工の評

価を行う） 

Ａ種 被災による影響の大きい施設 健全性を損なわない 

（液状化対策工の評

価を行う） 

耐震設計を行わない 

Ｂ種 ＡＡ種、Ｂ種以外の施設 健全性を損なわない 耐震設計を行わない 

（出典：ため池整備指針 P7） 

表 5 重要度区分と耐震性能照査項目 

重要度区分 ＡＡ種 Ａ種 Ｂ種 

レベル１地震動：すべり破壊の検討 ○ ○ ○ 

液状化の検討 ○ ○ 

レベル２地震動：耐震計算 ○ 

（ため池整備指針 P8 の内容をもとに整理） 

耐震性能の照査に当たって、レベル１地震動についてはため池設計指針「3.3 堤体

の設計」を参考に震度法によるすべり破壊に対する安定計算を行い、レベル２地震動

については同指針「3.7 レベル２地震動に対する耐震性能の照査」を参考に動的応答

解析又は塑性すべり解析による耐震計算を行う。また、液状化の検討については同指

針「3.8 液状化の検討」を参考とする。 
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なお、ため池設計指針の適用範囲は次のとおり規定されている。 

本指針は、国営土地改良事業によって実施する、堤高 15m 未満のフィルタイ

プのため池の改修に適用するものであり、堤高 15m 以上となる改修の場合は、

土地改良事業計画設計基準 設計「ダム」基準書・技術書（平成 15 年４月）に

準拠するものとする。 

なお、ため池の新設及び国営土地改良事業以外の土地改良事業として実施さ

れるため池改修の設計については、本指針の適用を受けるものではないが、当

該事業主体は独自の判断の下で本指針を準用することができる。 

また、上述の検討にあたっては、ため池設計指針のほか、必要に応じて「国営造成

農業用ダム耐震性能照査マニュアル」（平成 24 年３月）を参考とする。 

 

２ 豪雨に関する評価の検討事項 

豪雨に関する評価では、流域の特性を踏まえて設計洪水流量を決定し、ため池の

設計洪水位に対する堤体及び洪水吐きの余裕高並びに洪水吐きの水理性能等を照査

する。 

〔解 説〕 

地震・豪雨耐性評価のうち豪雨に関する評価では、ため池上流の流域の地形、土地

利用状況、降雨データ等を踏まえ設計洪水流量を決定した上で、ため池貯水池の設計

洪水位に対する堤体、洪水吐きの流下断面等の水理性能を照査する。また、必要に応

じて洪水時のため池の貯留効果を評価する。 

これらの検討は、ため池設計指針「3.3 堤体の設計」、「3.2 設計洪水流量」及び

「3.4 洪水吐の設計」を参考とする。 

 

３ 留意事項 

地震に関する評価及び豪雨に関する評価に共通する調査（漏水量、堤体の変状

等）には劣化状況評価の結果を活用するほか、地震・豪雨耐性評価のための地質調

査等により得られた情報は劣化状況評価やため池管理において活用を図る。 

〔解 説〕 

地震・豪雨耐性評価において現況施設の状態評価を行う場合は、堤体等からの漏

水、堤体の変状、洪水吐きの変状等の劣化状況評価と共通する調査項目について、先

行する評価の結果を活用する。 

また、地震・豪雨耐性評価に当たって必要となる地質調査及び土質調査により得ら

れたデータから、個々のため池の浸透量（土層構成及び透水係数から算出した理論的

な浸透量）、浸潤線（調査ボーリング孔又は水位観測孔の観測水位から推定）等が確認

できる場合があり、これらの結果を劣化状況評価の際に活用したり、ため池の日常管

理、経過観察、定期点検等の確認項目に反映したりするなど適切に活用することが望
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ましい。 

 

Ⅲ 地震・豪雨耐性評価を踏まえたソフト対策 

地震・豪雨耐性評価の結果、防災対策が必要と判断されたため池については、防

災工事の実施に必要な関係者との協議・調整を行うとともに、ハザードマップの住

民への周知や水位計等の遠隔監視機器の設置により管理・監視体制の強化を行うこ

とにより、緊急時の迅速な避難行動につなげる対策を講ずることが重要である。 

〔解 説〕 

地震・豪雨耐性評価の結果、防災工事が必要と判断されたため池については、防災

工事の実施に必要な関係機関や地元関係者との協議・調整を行う必要があるが、これ

らの協議・調整には一定の期間を要する。 

このため、防災工事が完了するまでの間、安全性が十分ではないため池の浸水区域

の住民や事業者等に対し、緊急時の迅速な避難行動を促すための取組を講ずることが

重要である。具体的には、当該防災重点農業用ため池の浸水想定区域図やハザードマ

ップによりため池決壊時のリスクを可視化し、対象区域の住民に周知するとともに自

治体のウェブサイトにおいてこれらの情報を掲載したり、ため池周辺に防災標識を設

置したりするほか、遠隔監視が可能な水位計等を設置し、ため池防災支援システム等

の ICT を活用して、決壊リスクの早期把握に努めることが考えられる。 

また、災対法に基づき市町村が作成する地域防災計画において、当該防災重点農業

用ため池の位置付けを見直すとともに、緊急時にとるべき措置について見直しを行う

ことも重要である。 
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